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政策課題はグローバルに動いています。公共政

策に関する問題を、調査、分析、提言する、政策
研究機関、いわゆるシンクタンクの活動もほとん
どがグローバルな視点で進められるようになって
います。グローバルセキュリティ研究所（G-SEC）
では、世界的な枠組みでの活動と社会に向けた発
信を重視する立場から、このたび、世界の政策研
究コミュニティの知識ネットワークを構築するデ
ータベース（DB）開発プロジェクトGTT Watch
（グローバル・シンクタンク・ウォッチ）を始動
しました。
世界でみればシンクタンクの活動は拡大し続け

ており、多元的な政策プロセスの中でそのプレゼ
ンスはますます高まっています。GTT Watchの趣
旨は、各国の政策研究機関が刊行する政策ブリー
フや政策分析レポート等の書誌データを集積し
て、それをDB構築することです。こうした基礎的
な情報収集活動に加え、総合政策学部・曽根泰教
教授、法学部・大山耕輔教授の参加を受けて、政
策研究の世界動向分析も視野に入れて活動してい
きます。アカデミックな大学研究所としての特徴
も活かしつつ、速報性を重視して政策研究の世界
動向をウォッチ（注視）していきます。
グローバルなネットワークは一朝一夕に構築で

きるものではありません。一つ一つの機関との長
年にわたる交流の積み重ねから相互の信頼関係が
生まれ、それが徐々に拡張されていってようやく

ネットワークが築か
れ、相乗効果を発揮
できるようになるものです。世界的なシンクタン
クの情報ネットワークの中心的役割を果たしてき
たのが総合研究開発機構（NIRA）でした。NIRA
は、昨年11月に財団法人に組織変更され、その過
程で事業の選択と集中の観点から、これまで20年
以上にわたって進めてきた世界のシンクタンク関
連の事業を休止することを決断されました。そこ
で事業の譲渡について打診があり、これをお受け
して、G-SECの事業として開始することを決定し
ました。
日本の機関が、世界的な政策研究機関の知識ネ

ットワークのハブとしての役割を果たすことの意
義は決して小さくありません。これまで政府系シ
ンクタンクとしてNIRAが培ってきた実績を継承
し、多様な国々の政策情報を提供することで中立
性も大切にしながら、G-SECが日本の政策シンク
タンクとして、その役割を展開していきたいと考
えています。
GTT Watch レポートは、日本の政策関係者を

読者対象に、G-SECのニュースレターと交互に、
隔月刊で刊行していきます。シンクタンク関係者
のみならず、政策に関心をお持ちの皆様に活用い
ただける情報を発信して参ります。
GTT Watchプロジェクトをご支援くださいます

ようお願い申し上げます。
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EU単一市場と健康リスク Is the Health of the Single Market under Threat?
Marie-Helene Fandel, European Policy Centre（EPC）
危機に直面する米国の国際貿易 World Trade at Risk 
C. Fred Bergsten, Peterson Institute for International Economics

韓国・中国FTAの原産地規則 Rules of Origin in the Korea-China FTA 
Mee Jin Cho et al., KIEP-Korean Institute for International Economic Policy

戦略的リーダーシップ －21世紀米安全保障の戦略構想
Strategic Leadership: Framework for a 21st Century National Security Strategy
Lael Brainard, et al., Center for a New American Security, Phoenix Initiative



ベルギー・ブリュッセルにある欧州政策センター（EPC）
が、健康政策をめぐって、欧州連合（EU）単一市場と各国政府
との間のきしみを論じ、展望を示した。
アルコールやたばこ、食品添加物など、現代のライフスタ

イル（生活習慣）は健康リスクを増大させる。EU加盟27カ国
では、各国政府が、健康増進の啓発活動、アルコール・たばこ
の広告や販売の規制、公共の場や職場での禁煙、トランス脂
肪酸の使用制限など、国内実情に合わせて各種政策を導入し
て健康リスクの軽減に努めている。その一方でEUとしても
加盟国民の健康増進に向けた役割を拡大させている。バロー
ゾ委員会は健康的な食生活やスポーツなどを促進するビジョ
ンを発表した。EU保健担当委員は、2007年1月に提言書「たば
このないEUに向けて」を刊行し、2008年4月にはアルコール
を対象に、摂取量の削減と若者向け広告の禁止について言及
した。EU委員会は、2009年までにがん対策共同行動計画を作
成する目標を掲げた。
健康問題では、EUと各国政府との政策調整が課題である。
域内のたばこ広告は、1989年にEU指令でテレビCMが禁止
されたが、EUが9年後に全媒体に規制拡大しようとした際に
は、欧州裁判所（ECJ）が各国市場に対する過干渉であると
した。新聞、雑誌、インターネット広告禁止の動きにはドイツ
が反対した。

各国政府が過剰な国内基準を設定している場合も複雑であ
る。各国の基準設定は、補完性原理に基づけば正当化される
ものの、EU域内での自由な流通を阻害しかねない。国内政治
情勢や市場保護のために乱用される可能性もある。これに関
しては、1979年に示された単一市場の重要指針「カシス・ド・
ディジョン判決」がある。他の加盟国で適法に製造された商
品は域内各国でその商品として販売されなければならないと
いう指針である。
単一市場という原則を堅持しつつもEUには、こうした課題
を乗り越えて健康増進に寄与することが求められる。方策は2
つある。1つは、科学的証拠の重視である。科学的基準に基づ
いて規制を決定することで、政治事情が入り込む余地をなく
す。専門の科学調査機関を設置することも一案である。いま1
つは、複数の政策を組み合わせて（policy mix）、効果的に運用
することである。EU本部が一方的に厳しい規制を課すことは
よい方法とはいえない。生活習慣リスクを軽減するためのEU
の役割はむしろ、産業界・市民社会・EU各機関が連携する方
策を示し、それを自主・共同規則の形で提示することにある。
カシス・ド・ディジョン判決に従えば、ある国で健康に悪い
という理由で販売禁止にされたものが、他国の国民の身体に
よいはずはない。本来、EUは、EU市民一人一人の健康向上に
貢献しなければならない。

EU単一市場と健康リスク
Is the Health of the Single Market under Threat? 
Marie-Helene Fandel, European Policy Centre（EPC）, Policy Brief, 02-06-2008
http://www.epc.eu/en/pub.asp?TYP=TEWN&LV=187&see=y&t=&PG=TEWN/EN/detailpub&l=12&AI=932

米下院で4月に対コロンビア自由貿易協定（FTA）が審議保留
になったことを問題視した、国際経済研究所（IIE、正式名
称：ピーターソン国際経済研究所）の政策ブリーフを紹介する。
立法府と行政府が厳格に分立する米国では、大統領が正式
に決定した貿易協定に、議会が後から「横やり」を入れられ
ない手続規程「貿易促進権限（Trade Promotion Authority;
TPA）」がある。迅速な審議を意味する「ファストトラック
（fast track）」として1974年に導入され、2002年以降TPAと
呼ばれるようになった。TPAでは、事前承認手続きを踏む
ことで、政府が貿易協定交渉で相手国と協定を締結した後に、
議会は、条文の修正なしに一定期間内に、法案を可決ないし
は否決しなければならない。TPAは2007年7月失効したが、
それ以前に署名された対コロンビアFTAは本来TPAが適用
されるはずだった。しかし、議会の事前承認が問題になって、
政府と議会が対立して保留されたのである。バーグステン
IIE所長は、議会の対応を「残念で滑稽だ」として、問題は
コロンビアとの関係にとどまらず他国との貿易協定、さらに
は米国の経済や対外政策にも悪影響を及ぼすと批判した。
議院内閣制では議会と行政府が事前に協働して国内手続

きを進める。TPAは、大統領制のもとで他国との交渉に支
障を来さないよう編み出された知恵で、民主、共和両党か

ら支持されてきた。南米有数の親米国コロンビアとのFTA
が締結できなければ、米国が受けるダメージは大きい。
TPA失効前に署名された、韓国やパナマとのFTA協定も
暗礁に乗り上げたままである。
こうした事態が続けば、貿易交渉の相手国にとって問題は
いっそう深刻である。米国政府と一旦は締結した貿易協定が、
米議会によって後日承認されなかったり修正されたりするリ
スクが高まるからである。国の信用に関わる問題であり、こ
の先、米国がFTAの枠組みから外されることになれば、米
国経済にも打撃を与える。IIEの分析では、過去6年間、米国
は、貿易自由化で毎年1兆ドルの利益を上げており、完全自
由化されれば毎年5千億ドルの追加利益があると試算する。
米国が貿易協定に消極的姿勢を見せれば、自由貿易に向けた
グローバルな潮流を鈍化させる懸念もある。
バーグステンは、解決の糸口を新政権の誕生に見出す。

次期大統領に、この負の遺産を解消して単独行動主義から
脱却するよう期待する。根本的解決策は、失効したTPAを
再度制定し、実効性を持たせることである。米国の一部に
ある保護貿易志向をけん制するメッセージであり、米シン
クタンクの視線が新大統領と次の政権に移行しつつあるこ
とを感じさせる。

危機に直面する米国の国際貿易
World Trade at Risk
C. Fred Bergsten, Peterson Institute for International Economics, Policy Brief（PB08-5）, May 2008.
http://www.iie.com/publications/interstitial.cfm?ResearchID=926
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この10年ほどの間にFTA（Free Trade Agreement :自由
貿易協定）が拡大してきた。その中で、特恵関税を適用す
る輸入品を特定するための原産地規則に対する関心が高ま
りをみせている。原産地規則は、FTAの有効性を測る重要
な指標であることから交渉は慎重に進めなくてはならな
い。本研究では，韓国と中国の両国が、それぞれこれまで
に締結したFTAの中で定めた原産地規則の特徴を、主要産
業別に原産地を特定するための基準を比較して分析した。
その結果をもとに、今後、韓国が進めることになる中国と
の間のFTA交渉をめぐる論点を抽出するものである。
まず、原産地規則を概観した上で、主要項目を取り上げ

で、WTOが統一基準として定める原産地規則とFTAの原
産地決定基準について検討している。次に、韓国と中国の

それぞれの原産地規則について、関連する現行法制度と締
結済みのFTAの原産地規則の特徴を検討し、主要産業を中
心に、両国がFTAで採用する原産地決定基準を解析した。
最後に分析した結果得られた両国の原産地規則の特徴をも
とに、韓国-中国FTA原産地規則交渉に向けて、現状と対
応策を示している。
韓国国際経済研究院（KIEP）は、貿易など同国の国際経

済関連の政策を研究・分析するシンクタンクである。今後、
交渉が進められるであろう韓国と中国との間のFTAについ
て検討した上記の論文のほかにも、韓国とアメリカのFTA
を検討した政策論文「アメリカ政府調達市場への進出戦
略－韓国・中国FTAの次の課題」などがある。

韓国・中国ＦＴＡの原産地規則
Rules of Origin in the Korea-China FTA
Mee Jin Cho, Jina Yeo, Min Sung Kim, KIEP-Korean Institute for International Economic Policy
KIEP working papers on international trade and investment 08-02（in Korean）2008-05-23.
http://www.kiep.go.kr/eng/std_data_view.asp?num=181329&sCate=013002&sSubCate=&lTp=r&nowPage=1&listCnt=10

戦略的リーダーシップ－２１世紀米安全保障の戦略構想
Strategic Leadership: Framework for a 21st Century National Security Strategy
National Security, Global Economics, Global Poverty, Global Governance, International Organizations
Lael Brainard, Ivo H. Daalder, et al., Center for a New American Security, Phoenix Initiative Report, July
http://www.brookings.edu/reports/2008/07_national_security_brainard.aspx

この提言書では、対テロ対策、核不拡散、気候変動と石油
依存、中東、東アジア、の5つの戦略課題が取り上げられて
いる。背景にあるのは、世界的な相互連関の深化と権力の拡
散である。労働力、資本、製品は国境を越え、意見や情報、病
原因やウィルス、武器やテロリスト、公害や温室効果ガス、
も越境する。軍事力は米国に集中する一方、経済力は地球規
模で分散が進む。中国が経済大国になり、インドが続く。日
本は経済回復する。グローバル経済では、各国の発言力が増
して、米国の独占は弱まる。統合で勢いを増す欧州は、法制
度や経済的動議づけで新国際行動基準の構築に取り組む。
中、露、印、伯、南アの5か国は、G8から排除されている現状
に不満を募らせて、新G5創設に向けた検討を開始する。
戦略的リーダーシップでは、国家安全保障を、経済、社会、

政治、軍事力などから多角的に議論した。今日の米国の安全
と発展は、民主主義が普及したことによる。第二次大戦後、
民主主義は、日独伊3国から波及し、韓、台、比、ギリシャな
どに広がって、これら各国が米国の安全保障上のパートナ
ーになった。米国は今後も新グローバル世代を養成しなけ
ればならない。
対テロ対策では、大規模テロの撲滅が最優先課題である。

核不拡散では、次期大統領は核のない世界に向けて改めて
宣言しなくてはならない。米国の主導力を弱めたのは、高い
石油依存と気候変動に対する後ろ向きな行動である。国内
のエネルギーコスト削減には、技術革新や競争政策の推進
がある。最貧国向け技術移転では、欧州や日本の民間セクタ
ーに財政支援して再生可能エネルギー投資を促進させる。
中東では、慎重かつ細心の注意を払いつつ、駐留米軍の縮小

を進めていかなくてはならない。世界で、中東で、イラク国
内で、積極的な外交方針を示していく必要がある。
東アジアで重要なのは、中・印で良質な市場が形成され

ることで、経済市場の健全な自由化は米国の長期的発展に
不可欠である。この地域での政治の進化は米国の安全保障
に直接影響する。このとき、鍵を握るのは日米同盟で、日米
の継続的な協力関係は域内統合を幅広く促進する。域内協
力で要請されるのは、民主主義国との関係強化である。想定
できるのは、日米中3国間協力、6か国協議から派生した北東
アジア協力、ASEAN地域フォーラムと東アジアサミットを
統合した地域フォーラムである。成熟国の豪、日、シンガポ
ール、新興国の印、インドネシアなどが相手国候補で、これ
らの国々とはエネルギー危機、気候変動、核不拡散といった
課題で利害を共有する。各国との協力関係が起爆剤となっ
て、他の域内協力が促進される。米国が、東アジアフォーラ
ムに参加し、優秀な人材を登用して積極姿勢を示し、政府間
機構の創設が実現すれば、アジアで中心的役割を果たして
いくこともできる。
この時期、ワシントンでは、来年1月の次期大統領就任に

向けて多くの政策提言が示される。米国新国際戦略センタ
ー（Center for a New American Security、CNAS、共同創
設者カート・キャンベル元米国防総省次官補代理） がまと
めたこのレポートは、次期政権の政策構想に寄与するため
に3年前に発足したフェニックス・イニシアティブでの議
論がもとになっている。ブルッキングス研究所からは、ラエ
ル・ブレイナード副所長（元国際経済担当大統領特別補佐
官、キャンベル氏夫人）らが、個人の資格で議論に参加した。
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グローバル・シンクタンク・ウォッチ（GTT Watch）は、世界の主要シンクタ
ンクが発信する政策分析レポートや政策ブリーフの書誌情報を収録したデー
タベースです。20か国、50機関が英文にまとめ、webに掲載したレポート類を
中心に収録し、そのほかの言語でも英文抄録があれば収録するよう努めてい
ます。多国性、多元性を重視して、世界の政策研究情報の知的ネットワークの
ゲートウェイとなるよう、日本のシンクタンクが主導するプロジェクトです。
本レポートは、GTT Watchで収集した世界の先駆的政策研究アウトプットを、
日本の政策関係者に紹介し、提供することを目的に編集しています。
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プロジェクト紹介： NIRAで構築してきた世界のシンクタンクの情報ネットワーク事業をG-SECで継続できること、心から
感謝しています。法学部・大山ゼミの皆さんの協力があってレポートを創刊することができました。今後少しずつレポート
内容を深め拡張していきたいと考えています。
グローバルな政策競争の時代です。世界のシンクタンクの政策レポート類から日本に役立つアイディアも少なくありません。
政策アイディアのヒントに、政策実践事例の先進例を知るために、そして政策問題の詳細を理解するために、このレポートを
ご活用ください。秋以降、本プロジェクトに関連したセミナーも開催します。またGTT WatchのHPも公開し、コンテンツと
検索機能の拡充を進めて参ります。どうぞご期待下さい。 （中村 円、GTT Watch 担当客員研究員）

Why All Augurs Well for India-U.S. Relations
Strobe Talbott, The Brookings Institution, USA
Recent Research and Commentary, 200807
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Anthony Patt, International Institute for Applied Systems Analysis (IIASA), Austria
Options, Summer 2008, pp. 24-25
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